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厚生労働省は 1月から 2月にかけ、全国厚生労働関係部局長会議および全国健康関係主管課

長会議を開き、2019 年度事業や健康行政など各分野の重点取り組み等を都道府県の担当者に説

明しました。今回はその中から次の 2つの動きをお伝えします。 
 

■ 臓器提供体制強化にむけた動き  

2010 年法改正以降、脳死による臓器提供件数は

増加傾向にあるものの、希望者数には届かない状

況は依然として続いています。 

臓器提供数は地域および施設間で大きな差が

あり（右表）、提供経験の少ない施設は院内体制等

が整っていない状況にあること等が指摘されて

きました。 

これに対し同省は、今後は地域における臓器提

供体制の構築を図ることが重要だとし、新たに

「臓器提供施設の連携体制構築事業」を創設し、

臓器提供事例が多い施設から少ない施設等に対

し、人員配置やマニュアル作成のノウハウを助言

したり、臓器提供事例発生時に医師や検査技師が

応援に駆け付ける等の支援を行う考えを示しま

した。 

 

■ 高齢者の肺炎球菌ワクチン定期接種を継続 

2014 年 10 月から導入された 65歳の高齢者を

対象とする肺炎球菌ワクチンの定期接種が、

2019 年度以降も定期接種になる見込みです。 

この定期接種は、原則 65歳の高齢者を対象に

実施されるものですが、すでに 65歳を超えてい

る者も予防接種が受けらえるように、2018 年度

までの 5年間は、経過措置として 65歳以上の 5

歳刻みの方を対象に実施してきました。 

同省は、65歳以上の接種率が 35％程度にとど

まっていることなどを踏まえ、これまで接種していない者への接種

機会を提供するため、2019 年度以降も 5年間にわたり定期接種を継続することを決めました。 

60 歳から 65歳未満で腎機能障害者も接種対象になります。但し、すで

に同ワクチンを接種したことがある方は対象になりません。誤って接種

した場合は副作用反応が強く発現することが報告されているので、予防

接種を検討する際には、必ず接種歴を確認し、その上で主治医とご相談

下さい。なお、接種費用の公費負担など詳細については、4月以降お住ま

いの市区町村にお問い合わせください。 
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